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提案者名
法改正による課題とマネジメント体制の報告
電子帳簿保存法[footnoteRef:1](以下「法」という。)7条3項[footnoteRef:2]において、電子取引のデータを保存義務が生じており、経理部を中心に法律の適した名付け・検索体制を構築し、社内のDX化の基礎につなげる(年間費用は1-3万円)。残業の増加につながらないよう、必要に応じて営業部事務などにも協力できる体制をマネジメントする。 [1:  電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律(令和4年4月1日施行)。]  [2:  「…法人税に係る保存義務者は、電子取引を行った場合には、財務省令で定めるところにより、当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存しなければならない。」。] 


1. 電子帳簿保存法の改正による任意と義務の整理
	項目
	取組種別
	備考

	電子帳簿等保存
	任意
	法4条1項・2項

	スキャナ保存
	任意
	法4条3項

	電子取引のデータ保存
	義務
	法7条。対策[footnoteRef:3]が必須 [3:  主として、事務処理規程・名称変更による検索の仕組み・バックアップ機材の準備と購入。] 




2. 税務調査時へのリスク確認
データ保存をしていないと、将来的な青色申告の取り消しや損金計上否認のリスクがある

3. 対策費用の確認
・初年度：ブルーレイドライブ(以下「BD」)＋命名くん[footnoteRef:4]1年3ライセンス	約3万円 [4:  ㈱アイ・オー・データ機器製ファイル名変更ソフト。クリック操作主体で名前変更でき教育手間減、分業易。] 

	(早期特典でM-DISC[footnoteRef:5]５枚がついてくる：参考価格１万円) [5:  レーザーによる書込みで災害にも強く、100年以上データを保持可(耐光性・耐海水・耐折曲げ)。] 

・2年目以降：命名くん 1年ライセンス x 3 				約1万円

4. 処理フローの予定
（1） 営業/経理担当者 → 保存処理者へメール   → 命名・保存処理
（2） 営業/経理担当者 → 対象フォルダへの保存 → 命名・保存処理

5. 今後の対策
(1) 事務処理規程の作成
(2) BDの早期購入、命名くんの6ヶ月無料トライヤル実施、導入
(3) 対象書類の確認、処理フロー、責任者、担当者の確定
(4) 小規模仮運用(2-3ヶ月)・見直し
(5) 他部署へ案内・運用開始*全般的な対応について記載しております。個別の疑問点などは顧問税理士等へご確認ください。

